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Ⅰ　はじめに

　現代は民主主義がさまざまな危機に直面して

いる時代だといわれる（宇野2020）。議会政治
に対する不満，若者の民主主義への不満が広ま
るなかで，ヨーロッパでは民主主義を否定し，
権威主義を容認する右派ポピュリズムの台頭も
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著しい（ex. 篠原2012；高橋・石田2016；水島
2016；水島2020；ペリノー2023；石田2025）。
日本においても，若者の政治不信に注目が集ま
り（ex. 只友・奥野2025；言論 NPO2019；日
本財団2024），「SNS 選挙」や「切り取り民主
主義」がマス・メディアでも大きな話題となっ
た1）。
　このような中で注目を集めてきたのが，ミ
ニ・パブリックスや市民参加型予算のような

「普通の人びと」の直接的な参加の手法である。
市民社会における様々な討議・熟議を通して，
議会政治と市民社会の政治の二つの政治回路が
連動し，循環過程が保たれることにより，本来
の代表制民主主義も機能するという考え方であ
る（篠原2012：vii）。日本においても，ドイツ
の「計画細胞」を範とした市民討議会などが定
着してきたし（篠藤2006；2011；長野2024），
東京都杉並区では，ヨーロッパで実際にミュニ
シパリズムの実装化にかかわった杉並区長（参
照，岸本2020b）が2023年度より区民参加型予
算事業をスタートさせている（参照，杉並区）。
　そのヨーロッパであるが，フランスでは2014
年にわずか 7 団体で行われているにすぎなかっ
た参加型予算が2024年時点では465の地方公共
団体で実施されている（Bézard2024b）。参加
型予算はその額はわずかであったとしても市民
と行政の関係を変えるのではないか，足下から
政策を変えていく可能性があるのではないか，
そして人びとに行動し決定する真の力を与える
の で は な い か と も 期 待 さ れ て い る

（Bézard2022）。参加の文化を広め，対話を通
じた参加により意思決定を共有することが，合
意の難しい現代の様々な課題への対応策になる
こ と が 期 待 さ れ て い る の で あ る（ex. 
Bézard2022）。そこで，本論文においては，フ
ランスの参加型予算の実施状況について概観す
るとともに，リヨン市で行われた 2 回の経験を
分析し，そこから読み取ることのできる参加型
予算の現状と課題について考察することとした
い。

Ⅱ　フランスにおける参加型予算

1．参加型予算
　よく知られているように，「参加型予算」の
名称をもつ制度はブラジルのポルト・アレグレ
市で1980年代に導入され，わずか15年の間にラ
テンアメリカで数百の事例が広がり（Sintomer 
et al. 2016: 9），さらに普通の人々の直接的参加
を可能にするものとして，ヨーロッパを含め世
界中に広がっていったことが知られている（出
岡2012：151；Sintomer et al. 2016）。ただし，
ポルト・アレグレ市で「参加型予算」の名称で
導入された制度は，民衆集会であることを中心
的な要素とする政策決定の仕組みであり（出岡
2012：148），本稿が対象とするフランスの参加
型予算とはかなり異なる。しかし，第 1 回世界
フォーラムが開催された2001年以降，ヨーロッ
パの人びとは，自分たちが進めていた多様な実
験的試みを位置付けるのに，この用語を用いる
ことにしたのである（Sintomer et al. 2016: 18）。
　一般的には，参加型予算は，非選出の市民が
公的資金の優先順位付けや配分に参加できるプ
ロセスとされる（Sintomer et al. 2016: 18）。サ
ントメらは，ヨーロッパ等の参加型予算を比較
分析するために，これに加えて，①財政・予算
の問題を扱うこと，②市町村レベル，あるいは
公選の機関をもち行政に対して一定の権限を持
つ（分権化された）地区が関与していること，
③繰り返し行われること，④特定の会議や
フォーラムの枠組において，何らかの公開の熟
議（審議）が行われていること，⑤アウトプッ
トに対して何らかの説明責任があること，とい
う 5 つの条件を満たしたものを，参加型予算と
している（Sintonomer et al.2016: 19）。フラン
スのコミューン等で2014年のコミューン議会選
挙以降（特に2020年以降爆発的に）広がって
いった参加型予算も，広く参加型予算として，
比較分析の対象とすることができるだろう。

2．フランスにおける参加型予算の型
　参加型予算には，大きく分けると 2 つのタイ
プがある（Bézard2017; Portal 2021: 251-252）。
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一つは，ポルト・アレグレ市の事例として紹介
されるように，住区から地域を通じて（住民を
代表する代議員によって）とりまとめられて
いった住民意向が，最終的に市の予算に反映さ
れるものであり，これはピラミッド・モデルと
呼 ば れ て い る（Bézard2017: 8; Portal 2021: 
251,）。フランスでは2000年代にパリ郊外のコ
ミューンで広く導入されたが，現在ではほとん
ど見ることができない。もう一つは，シビッ
ク・テック2）として知られるオンライン参加プ
ラットフォームを用いて提案や投票を行うもの
で，e- デモクラシー型と呼べるかもしれない。
市民はプロジェクトを提案するときと投票する
ときの 2 回，重要な役割を担う（Portal2021: 
251）。中田（2024：82）は，ピラミッド・モデ
ルが民衆集会を中心としていることからこれを
民衆集会式，デジタル技術を活用して投票を行
う方式を意向投票式と呼んでいる。また，意向
投票式については，手続への参加者を有権者に
限定せず，未成年やヨーロッパ市民権を有しな
い定住外国人にも開いている地方公共団体が多
いことから，「水平モデル」（中田2024：72）と
位置付けてもいる。フランスの参加型予算のほ
とんどは，シビック・テックを利用した意向投
票式である。

3．フランスにおける参加型予算
（1）概況

　これまで参加型予算についてほぼ毎年調査結
果を公表してきたベザール（Bézard2024a）に
よると，2024年時点でこの仕組みを利用するコ
ミューン等は465（うち24がデパルトマン）に
のぼる。その数は年々増加しており，2014年に
5 つに過ぎなかった実施団体は，2019年に84，
特に2020年選挙以後，急増している。
　2016年にははじめての全国会議も開かれ，
2019年には「市民に行動する力を与えること」

「継続性と定期性」「アクセスの平等と包摂」
「透明性と誠実さ」「信頼」「解放（自立）」とい
う 6 つの基本原則を確認する宣言・署名も行わ
れている（OIDP ①）。このうち，信頼は，「あ
なたが決め，私たち（自治体）が実現する」と
いう約束を守ることから生まれる。また，「解

放（自立）」は市民が作成したプロジェクトを
通じて確実なものとなるが，その目的は市民の

「エンパワメント」にある（Bézard2020）。但し，
後述のように，実施実績は大都市に偏っており，
中小コミューンでは撤退するところも出てきて
いる（Bézard2024）。
　2024年に参加型予算にあてられた総額は 1 億
8400万ユーロ，住民一人当たりに換算すると平
均6.24ユーロになるという（Bézard2024）。投
資予算総額の0.3％にすぎないとはいえ，住民
の 5 人に一人が，参加型予算の一環としてプロ
ジェクトを提案し，投票することができる。
（2）参加型予算と都市の規模

　なお，参加型予算の実施は大都市に多く人口
20万人以上の大都市では実施率が90.9％と高い
一方で，20万人以下となるとその割合は34.7％
となり，人口が少なくなるにつれて実施率も低
くなる（参照，Bézard2024）。そのため人口が
多いコミューンほど，住民が予算決定に参加で
きる可能性が高くなる。投票権者の約90％はフ
ランスの10大都市の住民である。また，予算額
は，20万人以上の大都市の参加型予算額で総額
の47.56％を占めている。先に，住民一人当た
りの予算額（平均）について述べたが，人口20
万人以上の大都市だとこれが11.5ユーロになる。
（3）参加型予算と党派の関係

　参加型予算は，党派的には左派によって推進
されるものが目立つ（Bézard2024）。パリ，グ
ルノーブル，レンヌ，クレルモンフェラン，モ
ントルイユなどではいずれも左派政党によって
開始されており，2024年時点でも実施コミュー
ン等の42.03％（195）は左派となっている。但
し左派コミューン等が占める割合は年々減って
きている。
（4）提案の内容

　提案の内容面から見ると，その内容は多様で
ある。ベザール （Bézard 2022）によれば，イ
ンクルーシブな遊び場の設置が増えているが，
環境保全や脱炭素化など環境分野のプロジェク
トも多い（約40％）。全国会議では，野生生物
の生息地（巣箱，昆虫ホテルなど）のためのプ
ロジェクトや，自然空間や都市の森林を利用し
たプロジェクト，ソーラーパネルによる再生可
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能エネルギーへの投資，サイクリングロードの
維持管理，都市農業，コンポストなどが紹介さ
れており，いずれも市民の現在の関心や嗜好に
応える内容になっているという。

Ⅲ　背景としての2020年統一地方選挙

　フランスではいわゆる統一地方選挙が 6 年に
1 回行われ，それを期に参加型予算が導入され
ることが多かった。特に，2019年の調査で84に
とどまっていた参加型予算の実施数は選挙後の
2021年には249となり，さらに2024年調査では
465にまで増えているなど，2020年選挙後に急
増している。そこで，ここではまず背景として
の2020年統一地方選挙について触れておきたい。

1. フランスの地方選挙制度
　フランスのコミューン議会の選挙（人口1000
人以上の場合）は，名簿式比例代表 2 回投票制
で行われる。候補者記載リストを作成・提出す
ることができるのは，政党，市民団体，その連
合などである。その順位や内容をあとから変更
することができないため固定方式と呼ばれる。
それぞれのコミューンでは，第 1 回目の投票結
果が定められた条件を満たさなかった場合（過
半数など），第 2 回目の投票が行われる。第 2
回目の投票ではリスト間の新たな連携が行われ，
名簿の合体が行われることも多い。リストにつ
いては，多数派ボーナスと呼ばれる優位割りあ
ての制度があり，最も多くを得票したリストが
議席の半数を獲得し，残りの議席は 5 ％以上の
得票のあった全てのリストに比例配分される

（パリ，リヨン，マルセイユについては，2026
年選挙から変更）。
　長は，選挙後に当選議員から選出される間接
選出方式であるが，基本的にリストの筆頭候補
者が選出される。区が設けられているパリ，リ
ヨン，マルセイユの選挙は特別で，区の単位で
リストが作成され，投票も行われる（2026年よ
り選挙制度変更）。

2．2020年選挙の特徴
　2020年の地方選挙はコロナ禍の中で行われ

た選挙であり，当初 3 月（第 1 回投票日の翌
週）に予定されていた第 2 回投票日が 6 月に
延期されたことや，その記録的な低投票率に
特徴づけられる異例の選挙であった（参照，
Roger2020a; Roger2020b）。同時に，この地方
選挙は，「ミュニシパリズム」（自治体主義）と
呼ばれる運動がフランス全土に広がったこと，

「緑の波」と呼ばれる大きな変化を生んだ点で
も特徴的な選挙であった（参照，岸本2020a,b）。
これらはその後の政策作成方針，政策内容，そ
して民主主義をめぐるスタンスや参加型予算の
導入方針にも大きな影響を与えたと考えられる。

3．2020年地方選挙とミュニシパリズム
　ミュニシパリズムは，自治体を舞台に，市民
自身が参加を通じて地域の制度・政策を自分た
ちの手に取り戻して民主的自治を実現しようと
いう，下から社会を変革する思想・運動だとい
える（岸本2020b；Legros2020；Thompson2020）。
ローカル・レベルでの再政治化の大きな動きで
もある。
　住民を意思決定プロセスの中心に据えようと
いうこの運動（legros2020）は，スペインの世
界金融危機をきっかけにした反緊縮運動ととも
に広まり，反緊縮運動から生まれた地域政党，
バルセロナ・アン・コムーのリーダー，アダ・
クラウバルセロナ市長のもとで，実装化された。
具体的にはオープン・ソースのデジタル参加プ
ラットフォーム（Decidim），参加型予算，近
隣議会など参加を深化させる仕組みが導入され
ている（Thompson2020；岸本2020b）。2017年
に同市が呼びかけたフィアレス・シティ（恐れ
ぬ自治体）の第 1 回国際会議には40カ国，180
都市から100の市民プラットフォーム，約700人
が参加した（Thompson2020: 2）。
　フランスでもこの運動は広がっていったが，
これらは黄色いベスト運動以来フランスを揺る
がしてきた代表制民主主義に対する不信の一つ
の表れであったされる。彼らは，選出議員が下
す決定に対して，市民参加の拡大を常に訴えて
きたのである（Legros et Leclerc2020）。
　2020年の地方選挙では，政党主導のリストだ
けでなく，市民リストや混合リスト（政党と市
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民運動の連携リスト）など，政党には所属して
いない市民達が中心となるリストが次々と登場
した（Legros et Leclerc2020）。その数は400を
超えたという（commonspolis; 岸本2020b：38）。
これらのリストの一部は既存の政党と連合する
道を選び，一部は独自に選挙戦を戦う選択を
行った（commonspolis）。
　一方，ミュニシパリズムは，政策の内容とし
ては，環境問題，社会正義，政治のフェミニザ
シオン，国際主義，透明性などを重視する。

4．2020年選挙と「緑の波」
　2020年選挙は，欧州・エコロジー・緑の党

（Europe Écologie Les Verts，以下，緑の党と
いう）が「緑の波」とも呼ばれる地滑り的な勝
利を収めたことも，大きな特徴となった。既に
2019年欧州議会選挙での善戦や，交通問題，都
市再編，環境問題などをめぐる環境や気候問題
への関心の高まりなど緑の党については有利な
状況が展開していたが，ミュニシパリズムの広
まりが「緑の波」の背景になったことも忘れて
はならない（参照，岸本2020b：38）。緑の党
は既成政党ではあったが，政策においてはミュ
ニシパリズムと親和的であり，同党がリーダー
シップをとり市民団体や社会運動体，個人の繋
ぎ役等となったことが「緑の波」につながった

（岸本2020b：39）。緑の党は，リヨン，ボルドー，
ストラスブール，ポワチエ，グルノーブルで勝
利を収め，パリ，マルセイユでも勝利に貢献し
た。

5．コロナ禍と2020年選挙
　最後に，コロナ禍が選挙の方法と政策内容の
両面で2020年選挙とその後に大きな影響を与え
たと考えられることについて述べよう。
　まず，選挙方法についてはデジタル化が進ん
だ。第 2 回投票が 3 月から 6 月に延期されたこ
とは前述のとおりだが，この間，通常であれば
盛んに行われる街頭演説，戸別訪問などのかわ
りに，デジタル・オンラインの活用が模索され，
デジタル会議が増加した（Roger2020b）。テー
マ別のビデオの提供，SNS での質疑応答など，
デジタル・オンラインでの市民参加もすすんだ

が，このような市民参加にとってデジタル・プ
ラットフォームが重要な役割を果たしたことも
重要であろう。前述のように，バルセロナ市は
ミュニシパリズムの実装化としてデシディム

（Decidim）3）というデジタル・プラットフォー
ムを開発し，これをオープン・ソース・プラッ
トフォームとして公開していた（Deville2020）。
参加型予算の他，アイディアの募集，協議，住
民投票などもできる「参加ポータル」である。
フランスでは，シビック・テック企業である
オ ー プ ン・ ソ ー ス・ ポ リ テ ィ ク ス（Open 
Source politics）がその普及を支援し，これを
市民リスト，左派政党が利用した。リストがこ
れらのプラットフォームを利用して市民提案を
集めたことにより，市民は政治プログラムの構
築にオンラインで貢献する機会を得たといわれ
る（Dumont 2020）。
　政策面については，コロナ禍の中でのロッ
ク・ダウンにより，人びとの意識やライフスタ
イルが大きく変わったことが影響している。環
境意識に加え，持続可能な生活，身近な生活圏
での移動，ケアやエッセンシャルワーカーの重
要性などへの気づきから，環境政策と社会正義，
参加型民主主義が結びつき，これが「緑の波」
の背景となったといわれている。

6．リヨン市における2020年選挙
　リヨン市にも「緑の波」が打ち寄せた。リヨ
ンの新市長となったのは，緑の党と左派連合の
リスト（Liste Ensemble, l’écologie pour Lyon 
avec Grégory Doucet）のグレゴリー・ドゥー
セ（Grégory Doucet）であった。人道・環境
活動家であり，同党リヨン支部の幹事を務めて
いた。この選挙で緑の党グループ（左派連合）
は52.4％を獲得し，議会で73議席中51議席を占
めることとなった。
　ここでは，選挙戦の中で，市民運動の中から
ドゥーセが選ばれたこと，市民参加型プラット
フォームを活用した公約づくりが行われたこと
について述べておこう。まず，上述のように，
2020年選挙では，多くのリストが市民参加型の
プラットフォームを利用して市民からの提案や
意見を集めた。リヨンでは，2019年 3 月の「気
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候のための行進」（ 2 万人規模）後の 4 月に緑
の党と超党派のエコロジストが「リヨンとメト
ロポール・リヨンを変えるためのアピール」

（署名運動体）を立ち上げ（以下，「リヨンを変
えよう！アピール」という），そのアピールの
もとに多くの市民や市民活動家が集まった。

「リヨンを変えよう！アピール」は，ボランタ
リーセクターや市民運動セクター（以下，市民
社会という）から，様々な人材を集めることに
成功したといえる（Lyon Mag.com 2020）。後
に第 3 副市長（ローカル ･ デモクラシー担当）
となるクロエ・ヴィダル（Chloé Vidal）もそ
の一人であり，彼女はこれにより政治の世界に
はいることになった。
　この署名運動体（アピール）は，候補者擁立
のための予備選を企画したが， 9 月12日に行わ
れた予備選では，投票者約800名のうち，緑の
党の党員が187名だったのに対し，「リヨンを変
えよう！アピール」の賛同者が600名を占めた

（Tosseri 2019）。「リヨンを変えよう！アピー
ル」は，候補者擁立に向けた参加の輪を支持者，
署名者へと広げることを可能にしたし，ドゥー
セがリストの筆頭となったのも，候補者選定が
党員に限られず，市民運動・署名運動を通じて

「リヨンを変えよう！アピール」に集まった
人々に開かれた仕組みのためだったといえる

（Dumont2020）。
　その後，緑の党リヨン支部は，オープンソー
ス・ポリティクスに呼びかけ，2019年 9 月10日
に「リヨンを変える！プラットフォーム」を立
ち上げた。このプラットフォームは，デシディ
ムの「会議」機能を使って，会議や討論会を開
催するなど16のテーマ別ワークショップを運営
するために活用され，市民が提案を行う機会を
提供している。各テーマ別ワークショップの成
果は協議の結果 5 つの主要提案にまとめられて
おり（Dumont2019; Dumont2020），これによっ
て，緑の党のグループは，参加型プログラムを
作成することができた。ドゥーセの政策集（第
1 回投票のためのリスト）の巻頭言においても
同リストのプログラムが，数多くの対話によっ
て生まれたプログラムであるとされている。

Ⅳ　リヨン市の参加型予算

1．市政における参加型民主主義の重視と
参加型予算

　参加型民主主義，ローカル・デモクラシーは
ドゥーセにとって重要な課題であっただろう。
2020年 7 月 4 日に市長に選出されたドゥーセは
7 月 6 日には新執行部を発表したが，そこでは，
市民社会の活動家であったクロエ・ヴィダルが
ローカル・デモクラシー担当の第 3 副市長に任
命されている。同じ担当の前任者が第21副市長
であったことを考えると，その政治的意義は大
きかったといえる。同日公開のサイト（Ville 
de Lyon ①）では，民主主義への不信が広がる
中で，市民が参加し「行動する力」をもつ，包
摂的でいきいきとした民主主義により，全ての
市民がローカル・デモクラシーに再び関心を持
てるようにすることがなによりも重要だとされ
ている。そして，多様な主体が共有するイニシ
ア テ ィ ブ に 基 づ く 民 主 主 義（démocratie 
contributive）のために参加型予算を創設する
と言明している。

2．参加型予算の仕組み
　その後，2021年 3 月26日には市議会で参加型
予算が採択され，約10ヶ月の準備期間を経て，
翌2022年 1 月には市議会で第 1 回の参加型予算
規程が採択され，同年 3 月14日から第 1 回の参
加型予算が開始している。ここではまず，第 1
回 参 加 型 予 算 の た め に 設 け ら れ た 規 程

（Règlement du Budget Participatif de la Ville 
de Lyon）に拠りながら制度の概要について述
べる（Ville de Lyon ②）。
（1）定義と目的

　リヨン市の参加型予算は，①「市民のイニシ
アティブを促し行動力を強化する」，②「市民
と議員，職員の間の対話を促す」，③「公共投
資の方向性について市民に意見を聞く」という
3 つの目的を持つ市民参加の制度であり，市民
が提案し，投票で選んだプロジェクトを実現す
るという制度である。



35フランスにおける参加型予算の現状と課題2026 Mar

（2）提案する資格
　提案をおこなうことができるのは，リヨン市
に住み，働き，学ぶなど，市内で定期的に活動
しているすべての市民，または市民団体である。
年齢や国籍は問わない（ 1 条）。
（3）提案内容に関する条件

　提案されるアイディアは市と市民の利益とな
るものでなければならなく，また市の権限内の
投資的経費で，技術的・法的・規制的・財政的
に実現可能なものでなければならない（ 2 条）。
（4）総額と地区配分

　予算の総額は 2 ,500万ユーロ（2020年～2026
年）であり，このうちの 1 ,250万ユーロが，第
1 回参加型予算で選ばれたプロジェクトの実施
に使われることとされた。また，第 1 回参加型
予算については，1,250万ユーロのうち200万
ユーロが市全体のプロジェクトに，残りの1,050
万ユーロが地区（1～9区）ごとに住民数に応じ
て比例配分されるものとされていた。
（5）主なプロセス

　参加型予算の主なプロセスは，①住民による
アイディアの提出，②市当局による提案の分析

（審査），③住民による投票，④市当局による提
案の実現と評価の 4 段階から成り，第 1 回参加
型予算については，それぞれ，①2022年 3 月14
日～ 6 月17日（約 3 ヶ月間），②2022年 5 月 9
日～11月 4 日（約 6 ヶ月間），③2022年11月 7
日～12月 4 日（約 1 ヶ月間），④2023年初頭か
ら2025年初頭（約 2 年間）と定められた。

①市民によるアイディアの提案（ 3 条）
　このうち，市民によるアイディアの提案はオ
ンライン（oye.participer.lyon.fr）で行うこと
とされた。ただし提案にむけては，様々なサ
ポートが用意されている。たとえば，各区で開
催される「アイディア創出ワークショップ」で
は，市民等がアイディアを具体化し，参加型予
算に提案できるようなサポートが行われる。ま
た，提案を文書化できない人や，デジタルツー
ルを使用することが難しい人へのサポートとし
て，相談窓口や情報提供場所も設置されること
とされた。

②市による分析・審査（ 4 条）
　提出された全ての提案は市当局によって受理
可能性，実現可能性の観点から分析・審査され
る。費用の見積もりも行われる。さらに，市が
開催するフォーラムで，提案者と市当局者の意
見交換の機会が設けられ，そこでの修正・統合
を経て，提案されたアイディアはプロジェクト
としての形を整えていく。
③投票（ 5 条）
　以上のプロセスを経た全「プロジェクト」の
リストがプラットフォーム（oye.participer.
lyon.fr）に公開され，約 1 ヶ月間弱，デジタル
投票にかけられる。投票することができるのは
リヨン市の市民であり，投票者は，最低 3 票，
最高10票を，自分が選んだプロジェクトに投票
することができる。投票期間終了後，公式の採
択プロジェクト・リストがプラットフォーム上
に公開される。なお，投票の対象となったかど
うかにかかわらず，提案されたアイディアはす
べてオンライン・プラットフォーム上で公開さ
れ，不適格となった場合にはその理由も公開さ
れる。
　市は， ９ 区のそれぞれで得票上位プロジェク
トを当選プロジェクトとして選定し（1,050万
ユーロ），残りの200万ユーロを市全体を対象と
して提案されたプロジェクト（上位プロジェク
ト）に配分する。前述のとおり，各区に配分さ
れる予算は，人口に比例した額である。
④実施（ 6 条）
　選定されたプロジェクトは， 2 年以内に実施
されることとなっており，市民には進捗状況が
随時情報提供される。また市は，採択プロジェ
クトの発表から 2 ヶ月以内に，参加型予算の評
価を実施し，参加した市民からの意見を集め，
次回の制度改善に役立てることとされている。
　以上が，事前に示された制度の概要である。

3． 第 1回参加型予算の結果と 
第 2回参加型予算

　リヨン市では規程に基づき，第 1 回参加型予
算を行い評価もおこなった（Ville de Lyon ③）。
本節では，第 1 回参加型予算の結果と，評価を
踏まえた第 2 回参加型予算について述べる。
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（1）第 1 回参加型予算の結果
　第 1 回参加型予算においては 1 ,427件のアイ
ディアが寄せられ，市当局の分析・審査を経て，
基準を満たした217のアイディアが投票にかけ
られた。そして 6 ,150人の投票者による 4 万 2
千票により，110のプロジェクトが採択・実施
されることとなった。最も多く得票したテーマ
は生活環境であった（Bouchon2022）。これら
は順次実施され，2025年11月29日時点で，90の
提案が実施済み，18の提案が実施中， 2 つの提
案が準備中となっている。
（2）第 2 回参加型予算の経過

　第 1 回参加型予算の実施を受け，2024年10月
1 日から約 3 年間にわたる第 2 回参加型予算が
開始した。第 2 回参加型予算の総額も 1 ,250万
ユーロである。第 1 回と同じように 4 つの段階
を経ることとなっており，2025年 5 月 5 日～ 6
月15日の投票期間を経て，2025年12月 1 日現在，
実施段階に入っている。
　第 1 回参加型予算では様々な課題が指摘され
たが，地区別の予算をどうするのかということ
と，第 1 回目ではオンライン投票に限られてい
た投票方式をどうするのかが大きな問題となっ
た。そのため，第 2 回参加型予算においては，
地区別にあらかじめ配分予算を決めておく方式
はとらずに，各区で上位 3 位に入ったプロジェ
クトを選定した上で，その他のプロジェクトに
ついては予算がなくなるまで投票数の多い順に
プロジェクトを選定していくこととなった（新
5 条の 2 ）。また，投票用紙による投票日が 1
日設けられた（新 5 条）。さらにより透明性を
保つため，市民監視委員会が設けられることと
なった（ 7 条）。制度の改善に関する市民大学
において近隣協議会のメンバーから，よりプロ
セス全体を透明にすべきとの指摘を受けたこと
が背景となり設けられたものである。なお，第
1 回規程にはあった「フォーラム」（提案者同
士の意見交換等）に関する規定はなくなってい
る。
　第 2 回参加型予算においては1,149件の提案
が寄せられ（Ville de Lyon ④），市当局の分
析・審査を経て，233のプロジェクトが投票に
かけられた。 1 万人以上の投票者により，新し

い遊び場，遺産の修復，コミュニティ施設など，
90件のプロジェクトが採択されている。
　第 2 回参加型予算では投票者の人数が増えた
ことに加え，12～25歳の若者から141件のアイ
ディアが提案された。特に，これまで参加の少
なかった地区からの若者の提案が多く，多様な
社会的・経済的背景の若者が参加していたと評
価されている（OIDP ①）。
　最も大きな得票を得たのは困難な状況にある
人々（ホームレスなど）の衛生環境を改善する
た め に 受 け 入 れ セ ン タ ー（Maison de 
l’Hospitalité）に公共シャワーを 2 つ設置する
というアイディアであった。この受け入れセン
ターには診療所や外国人の権利やメンタルヘル
スに関する相談窓口もあり，移民の相談・支援
を専門とする団体も活動している。
　また，2025年12月17日には，上述の市民監視
委員会による報告書が公開されている（後述）。

Ⅴ　リヨン市における参加型予算の
　　評価と参加型民主主義

　以上のようなリヨン市における参加型予算の
経験はどのように評価できるだろうか。

1．参加型予算の特徴と評価
（1）予算規模

　リヨン市の参加型予算の特徴の第 1 は，投資
予算額の 5 ％， 6 年間で2,500万ユーロ（ 1 回
1,250万ユーロ）というその総額である。1,250
万ユーロという予算規模は，フランスではパリ
市の 8 ,200万ユーロに次いで 2 番目に多い額で
あり，市民一人当たりの予算額も23.9ユーロで
パリの37.8ユーロに次いで多い。一人当たりの
予算額が全国平均で6.24ユーロ，人口20万人以
上の大都市平均でも11.5ユーロとなっているこ
とからも，その相対的な規模の大きさを確認す
ることができる。
（2）参加型民主主義

　金額の大きさは「政治的意思の表れ」だと解
釈されることもあるが（Bézard2017），そうだ
としたら，それは，リヨン市の現執行部が参加
型民主主義を重視し，その柱の一つとして参加
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型予算を位置付けてきたことを示すことにもな
る。これが第二の特徴である。前述のように，
ドゥーセは市長就任直後に参加型民主主義や参
加型予算の重要性に触れ，市民社会出身のヴィ
ダルをローカル・デモクラシー担当の第 3 副市
長にしている。ドゥーセは，2022年のル・モン
ドの取材に答えて，代表制民主主義は，一定期
間ごとに投票箱に投票用紙を入れるという形式
に限定されてしまっており，市民を「行動する
力」から遠ざけてしまったとした上で，垂直的
な権力行使を終わらせる新しい参加型民主主義
の仕組みが必要だと語っている（Schittly2022）。
彼によれば，市民参加型予算の目的は市民に行
動力を取り戻してもらうことであり，これによ
り，市民は住まいの近くで必要な設備や施設の
設置や改修の提案や決定に関わることができる。

「市民が自分たちのまちの運命を自ら決定し，
その変革に貢献できることは，民主主義の進
歩」なのである（Bouchon2022）。同様に，ヴィ
ダルも「エコロジーへの移行は，民主主義への
移行なしにはありえない」とした上で，「民主
主義は毎日実践されるものであり， 6 年に 1 度
の投票だけに限定されるものではない」とし，
参加型民主主義（démocratie participative）で
は な く 貢 献 型 民 主 主 義（démocratie 
contributive）という言葉をあえて用いる理由
として，「単に参加回数を増やすだけではなく，
公共政策の評価・検証にも住民が関わ」ること
が重要だとし，参加型予算がその大きな柱にな
る と 述 べ て い る（ イ ン タ ビ ュ ー4）；
Barriquand2020）。
（3）裏付けとしてのサポート（庁内）

　第 3 に，このようなスタンスは，手厚いサ
ポートからも読み取ることができる。まず，庁
内的には体制を整えるための準備期間が約 1 年
置かれた。そこでは，チームを再編すると共に，
担当者を配置し，研修を実施し，Decidim を利
用した仕組み，内部のソフトウェアも導入され
ている（Ville de Lyon ②）。
　提案・投票の局面では， 5 人の副市長と 9 人
の区長で構成される運営委員会が設置されその
任を担った（Ville de Lyon ③）。また，多くの
職員が関わった。調整・統括管理を担う 8 名か

ら成るプロジェクトチームに加え，34名の実務
会議（担当者ネットワーク）が提案の分析・審
査を担った。審査や連絡調整のためのアナリス
トのネットワークも編成され，実施に当たる
150～200名の職員に対する研修も行われた。全
職員に対して取り組みについて通知が行われた
のはもちろんのことである（Ville de Lyon ③）。
（4）裏付けとしてのサポート（市民）

　第 4 に，これと関連して，実際に提案や投票
を行う市民に対しても手厚いサポートが行われ
た。たとえば，第 1 回参加型予算のアイディア
提案過程では，市民による提案を支援するため，
市内全区で，公開会議・市民大学（14回）が行
われると共に，市場，学校前，公園などの公共
スペース11箇所に移動式ブースも設置されワー
クショップが開催されていた（Ville de Lyon 
③; Agir à Lyon）。これらのワークショップや
会議を通じて住民は参加型予算を理解し，この
段階を経て実現可能なアイデアを提案すること
ができたとされる。
（5）評価を踏まえたプロセスの改善 

～参加型予算の深化
　第 5 に，評価を踏まえてプロセスの改善を図
ることにより「参加」を深化させようとしてい
る。前述のように，リヨン市においては，第 2
回参加型予算の過程で新たに市民監視委員会が
設置された。提案から実施に至る一連の過程を
市民が内部から観察・フォローするものであり，
委員は，自らが参加型予算の仕組みを理解し，
意見を述べるとともに，学んだことを他の住民
に伝えることも期待されている（Ville de Lyon
⑤）。20人の委員は，2024年 6 月の公募で手を
上げた100人以上の市民の中から，抽選で選ば
れた年齢，性別，居住区などが多様な人びとで
ある（cf. Ville de Lyon ⑥）。このような方法
がとられたのは，市が参加型民主主義や参加型
予算に必ずしも馴染みのない人びとにもこの組
織を開放したいと考えたためである。委員は，
アイディア提案の段階では住民とのワーク
ショップに参加し，分析段階では，各部局が行
う専門的な観点からの作業にも加わり，投票に
も立ち会った。その上で，12月に公表された報
告書の中では，若者の参加や，市民からみてわ
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かりにくい技術的判断の改善策，投票方法の改
善策などについて勧告している。ミニ・パブ
リックス的な要素をもつ市民監視委員会が，各
プロセスに関わること，特に，「ブラック・ボッ
クス化」してしまいがちな庁内プロセスにも関
わることで，「投票だけの参加＝集計民主主
義」に終わらせない，市民参加の実体化のため
の取り組みが行われていることを読み取ること
ができる。
（6）提案内容としての包摂性・エンパワメント

　第 6 に提案内容については，環境や連帯・包
摂を志向するプロジェクトに多くの投票が集
まった。提案内容や投票結果はサイトで確認す
ることができるが（Ville de Lyon ②; Ville de 
Lyon ④），歴史文化遺産の維持に関するもの
や建造物への壁画など，歴史と芸術を大事にす
るリヨンらしい提案に加え，インクルーシブな
遊び場の設置や公共空間への植栽，ホームレス
や移民の生活環境の改善に関するものなど，採
択されたプロジェクトは，概して緑化を推進し，
連帯感があり，より穏やかで，文化や遺産を大
切にし，交流やレジャー（遊び場やスポーツ施
設）に適したまちづくりを目指すものであった
と評価されている（Giner2022）。
　また，提案者に着目すると，その資格が年齢
や居住地を問わないなど幅広く設定されたこと
もあり，前述の通り，第 2 回参加型予算につい
ては141のアイデアが12歳から25歳の若者に
よって提案され，しかも多くの案が，公式の制
度ではあまり代表されることのない労働者階級
の居住区から寄せられた点が強調されている。
その結果，参加者は，学生，家族連れ，定年退
職者，雇用者，旧住民に新住民など，実に多様
になったが，その誰もが自分たちの身近な環境
を変えたいという気持ちで一致していたと評価
されている（OIDP ②）。
　一方，実際に投票する人がわずか 2 ％程度で
あることや（52万のうちの 1 万人），投票でき
るのが短期的（ 2 年）に実施可能な投資的経費
に限られていることなど検討しなければならな
い課題も多い。

Ⅵ　おわりに

　参加型予算は，民主主義空洞化に対抗する直
接的参加の手法として導入され，リヨン市役所
によるさらなる実験の始まりを告げるものとし
て期待されていた（Schittly2021）。その制度の
目的は明確であり，市民を自分たち自身の生活
環境をきめる意思決定の中心に据えること，つ
まり環境改善，若者支援，連帯強化，集会所の
設置など，地域のニーズを満たす具体的なプロ
ジェクトに公共投資を向けるための選択の機会
をすべての人に与えることであった。また，住
民に直接的な行動力を与えることで，まちへの
帰属意識を強めることも目的となっていた。そ
こには「あなたが決め，私たちが実現する」と
いう政治家側のコミットメントも示されている。
政治家も参加型予算を通じて，市民との信頼関
係を再構築することを望んでいたのである

（Bézard 2017）。
　そしてこれを支えるために，多くの人びとを
巻き込み，声なき声を拾うものとして，オンラ
イン参加プラットフォームが準備された。もと
もとフランスでも「参加型予算」が導入された
当初は，その形は「民衆集会」方式であった。
そこでは代表制民主主義，制度的な意思決定か
ら最も遠いところにあった人びとを公的な意思
決定に参加させること，公的な資源を最も恵ま
れない地域に振り向けることが重視されていた。
そのため，参加型予算は，居住区をベースとし，
住民が優先事項を定め，住民と住民による選択
を代表する代議員が地域議会で会議を開き，市
の部局と交渉し，プロジェクトの実現に尽力し
たのである。この試みは成功し，最も困窮して
いる地区に公的資源を振り向けることができた
と評価はされている。しかし代議員によっては
住民の意向が十分に反映されないのではないか
と考えられたこともあり，その後，この方式は
フ ェ イ ド ･ ア ウ ト し て い っ た（ 参 照，
Bézard2017; Poral 2021）。代わりに主流となっ
ていったオンライン・プラットフォーム型参加
は時間のない人でもアクセスしやすく，幅広い
人々が提案や投票をすることを可能とするもの
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であり，人びとを政治の世界に近づけ，公共的
意思決定に関与させるものと期待された。一方
で，必ずしも討議や熟議の機会が保障されるわ
けではないし，デジタル ･ デバイドの問題も
ある。それが本当に e- デモクラシーを実現で
きるかどうかは，デジタル ･ プロセスと並行
して進む対面のワークショップなど，様々な人
びとが集い交流 ･ 対流する場の共有となろう。
オンラインであったとしても，そこでのインタ
ラクティブなやりとりが重要となる（参照，日
詰2011）。あわせて，このような条件を整える
ことができるのは大都市だけなのかという問題
もある。第 1 章で，2024年度に参加型予算を実
施中のコミューン等は465にのぼると述べた。
実は，実施経験コミューン等は，600以上ある
が，200以上のコミューンが 2 度目の参加型予
算を実施していない。そしてそのほとんどは中
小規模コミューンである。まだまだ投票率も熟
議も不十分な制度かもしれないが，参加型民主
主義の柱となる制度となっていくのか，それと
もポピュリズム的政治の道具となるのか，フェ
イドアウトしていくのか，予断はゆるされない。
　フランスでは，2026年 3 月にまた地方選挙が
行われる。大きな変化も予想されており，ミュ
ニシパリズム，「緑の波」の行方とともに，参
加型予算の今後の行方も見守らなければならな
いだろう。
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注

1）　2024年は SNS 選挙元年とも呼ばれ，2024年の兵庫
県知事選挙，2024年の東京都知事選挙，2025年の参議
院選挙を巡って，「SNS 選挙」，「切り取り民主主義」
などの用語を用いた記事が各紙で多数散見された。

2）　市民の，より開かれた，包摂的・実質的な政治参加

を可能にするデジタルツール，プラットフォーム群と
その活用のことである（参照，UNDP）。バルセロナで
生まれた Decidim（デシディム）のようなオープン
ソースプラットフォームが有名。

3）　 スペイン語で「私たちが決める」の意味
4）　ヴィダル氏の発言等は，リヨン市文書，各種報道資

料（映像含む）の他，2025年 2 月25日に行った同氏へ
のインタビューによる。
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